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Abstract: An off-cycle technology would be developed as one of key technology to reduce CO2 emission in the United States. The 

U.S. EPA has been reviewing how much CO2 emission an off-cycle technology can reduce. In this study, the eco driving technology 

which is one of off-cycle technologies was focused and the methods to evaluate it were proposed: Macro, meso-scale and micro 

scale method. It is summarized as the result of this study what are there on the technical and systematical feature of each method 

through the case of the ECO driving technology. This study would contribute to use it more when an off-cycle technology will be 

considered in Japan.    

 

１． はじめに 

本稿では，著者が日本大学海外派遣研究員として，

カリフォルニア大学リバーサイド校環境技術研究セン

ターに赴任していた際に実施した研究の一部を紹介す

る．アメリカにおける燃費基準の動向をまとめ，近年

着目されているオフサイクル技術による燃費改善及び

CO2 排出削減を全米レベルでの効果として推計する手

法を提案し，その課題を取りまとめる． 

 

２． 燃費基準の動向と実燃費 

オバマ大統領は 2025 年までに燃費を一ガロン当た

り 54.5マイル(* 54.5mpg=約 23.2km/L)まで引き上げる

ことを目標として設定し，現在その第 1 フェーズとし

て，2016 年まで 35.5mpg まで引き上げる予定である．

CO2削減目標を年率に換算すると 2016 年から 2025 年

にかけて，5%/yearの削減であり，自動車メーカーにと

っては厳しい数字である[1]．一方，2011 年の平均燃費

（速報値）は 22.8mpg と報告されている．この 10 年

間で平均燃費は改善傾向（2001 年比 16%改善[2]）にあ

るが，今後の燃費基準の達成には革新的な燃費改善が

必要であるといえる．  

  

３． オフサイクル技術[1] 

新しい燃費基準が議論される中で検討されているの

がオフサイクル技術に関する燃費改善と二酸化炭素排

出改善効果の推計方法である．これはドライビングサ

イクルを用いて計測する従来の方法では評価できなか

った技術に対して，”Off-Cycle Credit”として認定する

ものである．現在，アクティブ・グリル・シャッター

や高効率ライト，ソーラールーフ，アクティブ・トラ

ンスミッション・ウォームアップなど 6 つの技術が認

定の候補として検討されている．また，それ以外の技

術に関しても自動車メーカーが十分な効果を証明でき

れば認める方向であるとしており，様々な自動車技術

の革新を促進する可能性を有している． 

 

４． 効果推計方法の課題と提案 

エコドライビングに関連するオフサイクル技術によ

る燃費改善を証明する方法は次の要件が満たされてい

ることが必要であると考える． 

• モデリング，走行試験によるデータ収集 

• 統計的有意性を持った燃費およびCO2排出量の効

果を十分に確実で検証できること 

• 様々な該当車両台数や全米各地で異なる走行特性

を考慮した基準値と削減可能量であること． 

• ドライバーの意思で利用の可否を決定できるエコ

ドライビング技術の場合は，全米レベルでその技

術がどの程度利用されるかを明示的に考慮できる

こと． 

• 複数の車種がある場合は単一の車種のデータの結

果であること． 

これらを踏まえて，二酸化炭素削減可能量の推定の

ために，下記の式を用いる． 

𝐶𝐶𝑂2 = 𝑇𝐶𝐶𝑂2 ∙ ∑ (∆𝐶𝑂2𝑖 ∙ 𝑆𝐷𝑆𝑖 ∙ 𝑈𝐹𝑖)
𝑁
𝑖=1     2) 

但し：SDSi=条件別出現割合，ΔCO2i= 条件別二酸

化炭素排出削減可能量，i=交通・道路状況などΔCO2

に差異を与える要因，UFi=条件別利用率である． 

条件別利用率はエコドライビング技術をドライバー
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が選択可能な仕組みであれば，交通状況やドライバー

の属性により，エコドライビング技術を運転中に適用

するかどうか割合が異なることを考慮するために用い

る．上記の計算式は，計算の概略を示したものなので，

使用するデータのスケールによって，３つに分類した． 

１） マクロレベル 

上記式を適用する全米レベルで整備されたデータに，

U.S.EPA(U.S.Environmental Protection Agency)が作成し

たMOVES（Motor Vehicle Emission Simulator）[3]に採用

されている総走行台マイル（VMT）データを利用する

ことができる．VMT データは，道路種別，平・休日，

時間(24 時間を 1 時間毎に)，速度帯で総走行台マイル

が割合として定義されている．そのため，例えば速度

に強い相関をもつ燃費改善技術であれば，速度ごとに

燃費改善効果を計測し，VMTデータを掛け合わせるこ

とで，全米レベルの効果を推計することが可能である． 

MOVES には，自動車の走行に必要なエネルギーの

消費先である 4 つの走行抵抗（VSP，Vehicle Specific 

Power)に関して車両重量当たりのエネルギー消費量が

定義されている．VSP の計算には，デフォルト値を用

いることも可能であるが，評価対象とする個別の車両

ごとに車両諸元を求めて，算出することが可能である．

一方，VSP は速度帯，VSP 値で 23 個の走行状態で区

分されているので，走行状態ごとに燃費の改善効果を

推計することができれば，マクロレベルでもより自動

車性能に即した解析を行うことが可能である． 

２） メソレベル 

 MOVES には，その計算の諸元となる走行パターン

がデータベース化されている．エコドライビングで走

行パターンが大きく変わる場合は，その走行パターン

を変更し，その走行パターンで得られる VSPを計算す

ることで，全米レベルの効果を推計することが可能で

ある． 

３） ミクロレベル 

 車両一台一台の挙動を再現できるミクロ交通シミュ

レーション上で効果を推計することが想定される．カ

リフォルニア州交通局の EMFAC などの利用もできる

が，ホットスポットを対象としており，全米レベルで

の効果推計には適用が困難であるといえる． 

 

５． 提案方法の適用 

 本手法を適用した事例は Transportation Research 

Record に掲載予定の著者らによる論文 に詳細を述べ

ているので，ここでの掲載は省略する． 

 

６． 提案方法の課題 

 本手法を適用して得られた課題を整理する． 

• 走行実験時の走行状態の平準化 

走行実験は走行状態が異なる全米各地で実施するこ

とが適当であるが，実際は困難である．また，キーと

なる燃費改善技術が動作しやすい走行状態を多く含む

走行実験の結果では，結果に偏りが生じるので，全米

レベルでサンプルの走行状態の代表性を表現できる条

件を証明する必要があるといえる． 

上記の論文では，代表性のある走行条件を速度とす

ることができた．これは同時に全米レベルに推計する

際の MOVES のデータベースと一致していたので，そ

の推計を容易にした．しかしながら，高効率ライトや

ソーラーパネルなどの速度に依存しない技術をどのよ

うに全米レベルの効果とするか検討する必要がある． 

これらのデータの整合性を申請する側の自動車メー

カーがどの程度まで確保できるかということとEPAが

クレジットとしてその方法による削減効果をクレジッ

トとして認めるという裁量をある程度共通意識として

各社共有する必要があるといえる． 

• 利用率に関する考察 

 本研究では利用率を決める際に分類可能なドライバ

ーの属性を検討した．その結果，技術を常に選択する

ドライバー，常に選択しないドライバー，何かしらの

条件で選択を繰り返すドライバーが存在した．選択を

変更するドライバーは，道路・交通条件や運転の疲労

度など様々な要因で選択を変更しているとアンケート

で回答しており，その要因を全米レベルで把握するた

めには十分な検討が必要であるといえる． 

• MOVESモデルにおける整合性 

 全米レベルでの効果を推計する際には非常に有効な

データベースであるが，メソレベルでは走行パターン

が限られており，効果の認められる走行状態が網羅さ

れているか確認が必要である． 

• VSP利用上の注意 

 VSP は理論上トルクと回転数の掛け合わせたエンジ

ン出力の等エネルギーと同様の意味合いを持つが，ト

ルクと回転数の実測値の分布は同一のVSP値でもかな

りのばらつきがあり，燃費改善効果に統計的有意性が

あるか十分に検証が必要である． 
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